
武雄市公告第　４３　号

リΛｊ：

　武雄競輪場メインスタンド等機械設備工事について、建設共同企業体による指名競争入札を執

行するので、武雄市建設工事共同企業体取扱要領（平成１８年武雄市訓令第２７号）第８条の規定

により次のとおり公告しますＯ

平成２７年１０月６日

武雄市長　　小　松

１。工事に関する事項

　（１）工事名　　武雄競輪場メインスタンド等機械設備工事

　（２）工事場所　　武雄市武雄町大字武雄４４３９番地

（３）工事概要　　メインスタンド棟（鉄骨３階建て　屋根折板葺き　延床面積　２，５９５ｍ２）

　　　　　　　　機械設備工事　一式

　　　　　　　　　（屋内外給排水設備、衛生器具設備、空調設備、換気設備、消火設備）

（４）予定工期　　武雄市議会の議決日の翌日から平成２８年８月３１日まで

２。共同企業体に関する事項

　（１）構成員の資格要件（平成２７年１０月１日現在において、資格要件を有するものに限る。）

　　　　として、すべての構成員が次の各号の資格要件を満たすものとする。

　　　①　武雄市建設工事入札参加者の資格に関する規則第３条の要件を備えた者であること。

　　　②　佐賀県建設工事等入札参加資格の審査等に関する規則第２条第３項により、平成２７・２８

　　　　年度における管工事のＡ級の決定を受けた者であること。

　　　③　佐賀県杵藤土木事務所管内に建設業法第３条に基づく建設業の許可を受けた主たる営

　　　　業所（本社）又は、従たる営業所（支店・営業所）を有する者であること。

　　　④　建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条に規定する主任（監理）技術者を施工現

　　　　場に専任で配置できること。

　　　⑤　この公告の日から入札参加申請書提出期限の日までの間に武雄市建設工事の請負に係

　　　　る指名停止等の措置要領による指名停止を受けていないこと。

　（２）構成員のうち共同企業体の代表者となる者は、次の要件を満たすものとする。

　　　①　電気工事について、建設業法第１５条の規定による特定建設業の許可を有する者であ

　　　　ること。

　　　②　建設業法第２７条の２３第１項の規定による経営事項審査（資格審査申請書（共同企業

　　　　体）の提出日において効力を有する直近のものに限る。）における管工事の総合評定値



　　　（Ｐ点）又は、平成２７　・　２８　年度佐賀県建設業者等施行能力等級表（建設工事）におけ

　　　る管工事の総合点数のいずれかが１，０００点以上であること。

　　③　武雄市が発注した建築関連工事（電気工事又は管工事で契約金額が１，０００万円以上の

　　　ものに限る。）を平成１７年４月１日から本公告の日までに元請（共同企業体の構成員と

　　　しての実績は、出資比率が３０％以上の場合に限る。）として竣工した実績を有すること。

　　④　前記③に掲げる工事又は同規模の施工経験を有する技術者を当該工事に主任（監理）

　　　技術者として専任で配置できるものであること。

（３）構成員の数

　　２者とする。

（４）出資比率

　　すべての構成員が３０％以上の出資比率であること。

（５）存続期間

　①　当該工事の契約相手方となった者

　　　　当該工事に係る請負契約の履行後３箇月を経過する日まで

　②　当該工事の契約相手方とならなかった者

　　　　当該工事に係る請負契約の相手方が確定する日まで

３。入札参加申請書及び提出資料

　（１）資格審査申請書（共同企業体）

　（２）建設共同企業体協定書　　　　　　　（１）～（３）袋綴じ

　（３）共同企業体編成表　　　　　　

于

　（４）配置予定技術者調書（代表者・構成員）【保険証及び監理技術者等の資格証明書の写し】

　（５）同種工事の施工実績調書

　（６）（４）、（５）に係る施工実績を証する書類

　　　・工事請負契約書

　　　・財団法人日本建設情報総合センターが発行した登録内容確認書（コリンズ）

　（７）経営事項審査の結果通知書

４。提出期限及び提出場所

　（１）提出期限　　平成２７年１０月１３日（火）１５時まで

　（２）提出場所　　武雄市会計課契約検査係



５。指名業者の決定

　（１）提出資料の審査結果を基に、本市の指名基準により武雄市建設工事入札参加者資格審査

　　　委員会において指名業者を決定する。

　（２）指名した者に対しては、電子入札システムにおいて指名競争入札の通知を行う。

　（３）指名されなかった者に対しては、非指名通知書によりその理由を通知する。

６。その他

　　本武雄競輪場において、平成２８年１０月から本場開催を実施するため、受注者の責めに帰す

　べき事由により工期内に工事を完成することができない場合においては、武雄市は、損害金と

　して、請負代金額から出来高部分に相応する請負代金額を控除した額につき、遅延日数に応じ、

　支払遅延防止法第８条に規定する率で計算した額若しくは本場開催ができなかったために武雄

　市が被った損害金のいずれか多い額を受注者に請求することができることとする。

７．問い合わせ先

　　武雄市会計課契約検査係　電話　０９５４（２３）９２４０
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